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三沢市幸町駐車場（以下「駐車場」という。）及び三沢市交通防犯センター（以下「センター」という。）の

指定管理者が行う施設の管理の基準及び業務の範囲等は、この業務基準書の定めるところによります。 

 

Ⅰ 管理の基準 

指定管理者は、三沢市幸町駐車場・交通防犯センター指定管理者募集要項に定めるⅢ（管理運営の条件）

の１（管理方針）のほか、次に掲げる管理の基準を遵守して施設の運営を行うこととします。 

１ 指定期間 

 令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

２ 供用時間・使用時間 

（駐車場・入出場時間） 

 午前０時から午後１２時まで（２４時間）とします。なお、三沢市駐車場条例施行規則（平成１１年

三沢市規則第２３号。以下「駐車場規則」という。）第８条（指定管理者に管理を行わせた場合の供用時

間等）の規定により、市長の承認を受けて変更することができます。 

（センター・使用時間） 

 午前７時から午後１１時までとします。なお、三沢市交通防犯センター管理規則（平成５年三沢市規

則第１４号。以下「センター規則」という。）第８条（指定管理者に管理を行わせた場合の使用時間等）

の規定により、市長の承認を受けて変更することができます。 

３ 使用料について 

⑴ 駐車場使用者から徴収する使用料の額は、駐車場条例別表に定める額とします。 

⑵ センターの使用料は無料です。ただし、暖房器具等を使用する場合は、その光熱費の実費相当額を市

長の承認を得て使用者から徴収することができます。 

４ 施設の使用許可 

⑴ センターの使用の許可及び使用の許可にあたって条件を付する場合は、センター規則第３条の規定に

従うこと。 

５ 駐車場の月ぎめ使用の許可 

 駐車場の月ぎめ使用の許可にあたっては、規則第４条の規定に従うこと。 

６ 施設の使用制限 

⑴ センターの使用に制限を設ける場合は、三沢市交通防犯センターの設置及び管理に関する条例（平成

５年三沢市条例第５号。以下「センター条例」という。）第４条の規定に従うこと。 

７ 駐車場の車両制限 

 条例第４条の規定に従うこと。 

８ 施設の使用条件の変更 

⑴ センターの使用条件を変更し、またはその使用の停止もしくは使用の許可を取り消す場合は、センタ

ー条例第４条の規定に従うこと。 

９ 入場及び使用の拒否等 

⑴ 駐車場への入場及び施設の使用を拒否する場合は、駐車場条例第１０条の規定に従うこと。 

⑵ センターへの入場及び施設の使用を拒否する場合は、センター規則第５条の規定に従うこと。 

１０ 管理業務に従事する者の配置基準 

 駐車場及びセンター（以下「施設」という。）を円滑に管理運営するために必要な人員（及び有資格者）
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を適正に配置すること。 

《配置基準》 

管理人 ４名 

 

《現行の人員配置》 

管理人 ４名 

１１ 個人情報保護制度 

 指定管理者は、三沢市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成１７年三沢市条例第１７号）

第１１条に準じて、指定管理に関わる業務を通じて知り得た秘密を、現在及び指定管理を退いた後や離職

した後においても、他に漏らすことや自己の利益のために利用するなど、不当な目的のために使用しては

なりません。発覚した場合は、懲役または罰金刑に処します。 

 また、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び三沢市個人情報の保護に関する法

律施行条例（令和５年三沢市条例第１号）に準じ、管理業務の遂行にあたるときは、情報漏えいの防止、

第三者への情報提供及び目的外使用の禁止など適正管理のための制度やチェック機能を強化した体制づく

りを構築するなど、必要な措置を講じることを義務付けています。 

１２ 情報公開について 

 指定管理者は、三沢市情報公開条例（平成１９年三沢市条例第２号）第２４条に準じ、管理を行う施設

に関する情報開示の制度や情報提供を行うために必要な措置を講じることを義務付けています。 

１３ 文書等の管理について 

 指定管理者が業務の実施に関して作成した文書その他帳簿書類は、指定期間中は適切に保管・管理する

こととします。 

 

１４ 災害発生時における対応 

   指定避難所に指定されている施設は、三沢市地域防災計画に基づき災害発生時等に避難所の開設及び運

営を行います。災害の規模や深刻さ等により、指定避難所に指定されていない施設においても、一時的な

避難所として施設を開放（活用）すること等が想定されます。 

災害発生時は避難所の開設・運営に際して、当該施設の被害状況の確認・避難者の誘導・安全確保等に

ついて、市と指定管理者が相互協力するものとします。 

１５ 遵守すべき法令等 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条ほか 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

駐車場法（昭和３２年法律第１０６号） 

三沢市駐車場条例（昭和４４年三沢市条例第２３号） 

三沢市駐車場条例施行規則（平成１１年三沢市規則第２３号） 

三沢市交通防犯センターの設置及び管理に関する条例（平成５年三沢市条例第５号） 

三沢市交通防犯センター管理規則（平成５年三沢市規則第１４号） 

三沢市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成１７年三沢市条例第１７号） 

   三沢市指定管理者による公の施設の管理に関する条例施行規則（平成１７年三沢市規則第２９号） 

三沢市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年三沢市条例第１号） 

   三沢市情報公開条例（平成１９年三沢市条例第２号） 

   三沢市障がいのある人もない人も幸せに暮らせる共生のまちづくり条例（令和２年三沢市条例第９号） 

   三沢市障がいのある人もない人も幸せに暮らせる共生のまちづくり条例施行規則（令和２年三沢市規則
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第６号） 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

   労働基準法（昭和２２年法律第４９号）並びに当該法律に係る労働関係法令 

   その他管理運営に適用される法令 

 

Ⅱ 指定管理者が行う業務 

１ 指定管理業務 

⑴ 施設の運営に関する業務（詳細は別紙２「施設運営業務一覧表」のとおり） 

① 施錠管理業務 

② 巡回業務 

③ 車両整理・誘導業務 

④ 問い合わせ・クレーム等対応業務 

⑤ 長期駐車・放置自動車対策業務 

⑥ 管理・運営に係る経費負担及び保険加入 

⑵ 施設の使用許可に関する業務（詳細は別紙３「施設使用許可に関する業務一覧表」のとおり） 

① 車両の入出庫の管理 

② 駐車場使用に関する概略説明 

③ 駐車券発行 

④ 回数券発行 

⑤ 月ぎめ申込みの受付 

⑥ 駐車場使用料徴収又は収納事務 

⑶ 施設、設備等の維持管理に関する業務（詳細は別紙４「施設管理業務一覧表」のとおり） 

 指定管理者は、施設、設備等を良好な状態で維持し、事故を未然に防止するための日常点検、法定点

検、定期点検等を行うこと。なお、当該業務の一部については、再委託が可能です。 

① 清掃業務 

② 環境整備業務 

③ 修繕業務 

④ 照明機器等保守管理業務 

⑤ 機械警備業務 

⑥ 駐車場設備定期点検業務 

⑦ 除排雪業務 

⑷ 施設の修繕及び備品の取扱いについて 

① 施設、設備の修繕について 

ア 維持修繕等の通常修繕については指定管理者の負担とし、修繕計画に基づく大規模改修費、経年

劣化による機器取換等の資本的費用は市が負担において実施するものとします。 

イ 指定管理者が負担すべき維持修繕費等については、あらかじめ定められた指定修繕料の２０万円

範囲内で、市の承認のもと実施します。 

 なお、一件あたり１０万円までの簡易な補修や備品の修理、点検、整備等は指定管理者で行うも

のとし、１０万円を超える修繕については市と協議の上実施することとします。 

 ただし、協議なく行われた場合は全て指定管理者の負担とします。 

ウ 資本的修繕が必要となった場合については、市と指定管理者の協議に基づいて実施の要否を判断

し、実施する場合は市において実施するものとします。 

 ただし、市への申し出、協議なく行われた場合は全て指定管理者の負担とします。 

エ 通常有すべき安全性を欠いている場合または放置することにより通常有すべき安全性を欠く恐れ
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のある場合は、市は一件１０万円以下のその修繕について、指定管理者にその実施を命じることが

できるものとします。 

オ 年度末において残額が生じた場合は、当該年度での精算または翌年度の指定管理料で調整を行う

場合があります。 

② 備品の購入・管理について 

ア 指定管理者は別紙５「備品一覧表」に掲載する備品について、施設の利用に支障をきたさないよ

うに管理すること。 

イ 指定期間中に指定管理者が備品を購入する必要が生じた場合は市と協議すること。 

ウ 協議に基づき必要と認めた備品に関しては市の負担とし、その所有権は市に帰属するが、指定管

理者が自らの判断で購入した備品については指定管理者の所有とする。 

③ 管理施設・設備・備品等の損傷等について 

 指定管理者の責に帰すべき事由により生じた施設管理・設備の故障・損傷等については、速やかに

市に報告するとともに指定管理者が自らの経費で修繕すること。この場合、修繕に要する経費につい

ては、指定管理に関する経費には含まれません。 

  ⑸ 施設の除雪の取扱いについて 

     ア 指定管理者が費用を負担して実施すべき除雪業務については、あらかじめ定められた指定除雪費 

（３０万円）の範囲内となります。 

    イ 指定除雪費の範囲を超える場合は、市と指定管理者の協議に基づいて実施の要否を判断し、実施 

する場合は市において実施するものとします。 

 ただし、市への申出、協議なく行われた場合は全て指定管理者の負担とします。 

    ウ 年度末において残額が生じた場合は、当該年度での精算又は翌年度の指定管理料で調整を行う場

合があります。 

⑹ その他必要と認める業務 

① 指定期間終了に当っての事務引継ぎ 

 指定管理者は、指定期間満了時に次期指定管理者が円滑に施設の管理運営業務を遂行できるよう引継

ぎを行うこと。 

２ 付帯業務 

⑴  駐車場使用料の徴収又は収納事務 

 市は指定管理者と、駐車場使用料の徴収又は収納事務（地方自治法施行令第１５８条に基づく契約）

に関する業務委託契約を別途契約（別紙６「使用料等徴収又は収納業務委託契約書」参照）します。た

だし、委託料は無償とします。業務の詳細は、別紙７「使用料等徴収事務又は収納」のとおりとします。 

⑵  遺失物、拾得物の取扱いについて 

 指定管理者は、施設に遺失物及び拾得物の取扱責任者を置き、施設における遺失物及び拾得物を遺失

物法（平成 18年法律第 73号）その他法令等の定めるところにより、適正に処理することとします。取

扱責任者は、拾得者の指名連絡先等を確認し、警察に届け出をします。また、拾得者から請求があった

ときは、指定管理者の名称その他必要事項を記載した預り書を交付します。 

 なお、指定管理者は、拾得物に関する権利を主張することができません。 

 

Ⅲ モニタリング 

 施設の管理について、法令、条例等のほか協定書、基準書等に基づき業務が適正かつ確実に履行されてい

るかどうか、安定かつ継続的な管理が可能な状態であるかを確認するため、モニタリング調査を実施するこ

ととします。 

１ 月次報告書 
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 管理業務の実績状況や施設の利用状況等、次に記載する事項について、月次報告書（以下「報告書」と

いう。）として毎月末日までに前月の報告書を作成し、提出すること。 

① 管理業務の実施状況 

② 施設の利用状況 

③ 収支報告 

④ その他 

ア 事業報告（事業名、開催日時、開催場所、実施内容、参加者数等） 

イ 事故、故障等の内容及びその対応 

ウ 苦情、要望等の内容及びその対応 

２ アンケート調査 

 利用者等の意見及び要望を定期的に把握し、管理業務の水準の確保及び向上に資するため、指定期間中

２回以上アンケート調査を実施し、調査結果を報告書として取りまとめ、提出することとします。 

⑴ 調査方法 

ア 個別面接 

イ 回収箱 

ウ 郵送 

エ インターネット 

オ その他 

⑵ 調査項目 

ア 施設、設備及び備品の状況 

イ 施設等の利用条件 

ウ 事業の内容及び満足度 

エ 職員の接遇 

オ その他 

３ 実地調査 

 管理業務の実施状況を把握することを目的として市が実施する定期実地調査に協力すること。また、利

用者からの苦情、要望等が寄せられた場合に実施する臨時の実地調査についても同様とします。 

４ 事業報告書等 

⑴ 事業報告書 

 毎年度終了後３０日以内に、指定管理業務にかかる事業報告書を作成し、提出すること。 

⑵ 事業計画書及び収支計画書の提出 

 指定管理期間中の次年度の事業計画書及び収支計画書について、事前に市と調整を図ったうえで作成

し、提出すること。 

５ 管理業務の総括評価 

 市及び指定管理者は、毎年度終了後、事業報告書の内容、利用者アンケート調査及び実地調査の結果を

踏まえ、指定管理者による管理業務が協定書、基準書等に基づき適正かつ確実に履行されたかどうか、安

定的かつ継続的な管理が可能な状態にあるか評価します。 

 

Ⅳ 指定管理者と三沢市の責任分担 

 指定管理者と市の責任分担について、概ね「別紙１責任分担表」のとおりとします。 
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Ⅴ その他 

 この基準書に定める指定管理者の管理の基準、業務の範囲等の内容及び処理について疑義が生じた場合ま

たはこの基準書に定めのない事項については別途協議し決定することします。 
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別紙１（ 業務基準書Ⅳ ） 

 

責 任 分 担 表 

 

項   目 指定管理者 三沢市 

施設の運営 

（使用の許可関連事務、利用調整、指導、苦情対応、利用促進活動、

施設運営に関する総務・経理業務等、光熱水費支出等） 

○  

施設の維持管理 

（清掃、機械警備、建物施設・設備保守点検、設備等法定点検、安全

衛生管理、除排雪業務） 

○  

使用料の徴収又は収納事務（地方自治法施行令第１５８条の規定に基

づく委託） 
○  

使用料の還付、減免事務《注１》 ※処分権限は市に保留 ○  

災害時等対応《注２》 

（待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置） 
○ （指示等） 

災害復旧工事  ○ 

施設、設備等の修繕《注３》 
指定修繕料：２００千円以内 ○  

指定修繕料：２００千円超過  ○ 

施設の整備、改修工事《注４》 (承認を得て可） ○ 

備品 

新規購入 （任意） ○ 

更新  ○ 

修繕（指定修繕） ○  

使用者の損害（被災）に対する

賠償責任《注５》 

管理瑕疵によるもの ○  

管理瑕疵によらないもの  ○ 

施設、設備等の損傷の回復 
管理瑕疵によるもの ○  

管理瑕疵によらないもの  ○ 

施設の除雪 

指定除雪費：３０万円以内 ○  

指定除雪費：３０万円円超過  ○ 

防火管理責任者の選任、届出 ○  

包括的管理責任  ○ 

 

《注１》 当該事務は、あらかじめ市が定めた基準に従って定型的行為として指定管理者が実施するものであ

る。なお、処分権限は市に留保されるため、許可者は市長名となる。 
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《注２》 指定管理者は、使用者の被災に対する第一次的責任を有し、施設または使用者に損害（被災）があ

った場合は、迅速かつ適切に対応し、被害の拡大防止に努めるとともに、直ちに市（生活安全課）

に報告する義務を負う。 

《注３》 指定管理者が建物、設備等の使用可能期間を延長させたり、価値を増加させる小規模修繕等を実施

しようとする場合は、事前に市の承諾を得ること。なお、当該修繕による資産価値の増加について

は、市に帰属するものとする。 

《注４》 施設内での事故等により使用者が損害を受けた場合、施設の瑕疵に起因する賠償責任は、市が負う

ものであるが、指定管理者の管理上の瑕疵によるものは指定管理者がその賠償の責任を負うことと

なるため、指定管理者はリスクに応じた施設賠償責任保険へ加入すること。なお、加入する保険に

ついては、別途協議して定めるものとする。 

注） 

① 市は「全国町村会総合賠償補償保険」に引き続き加入する。 

（参考） 現在市が加入している施設の賠償補償保険の内容と限度額 

・身体賠償 １名につき２億円 １事故につき２０億円 

・財物賠償 １事故につき２千万円 

② 一定の条件を満たす指定管理者（いわゆる公共的団体）は、「全国町村会総合賠償補償保険」

の被保険者とみなされるため、当該指定管理者が負う賠償責任は、当該保険の対象となる。た

だし、指定管理者が行う「自主事業」は対象外。 

③ 上記②以外の指定管理者が負う賠償責任は、この保険の対象外である。 
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別紙２（ 業務基準書Ⅱ－１－⑴ ） 

 

施設運営業務一覧表 

 

№ 業務名 項  目 業務内容・仕様等 条件・頻度等 備考 

① 施錠管理業務 
幸町駐車場 

交通防犯センター 
施設内各門・戸・扉・窓等の開錠及び施錠の管理 必要に応じて  

② 巡回業務 
幸町駐車場 

交通防犯センター 

巡回による安全確認 

（施設の損壊、設備の故障・異常等、不審者、危険物、いたず

ら等の発見・対応） 

毎日２回以上  

③ 車両整理・誘導業務 幸町駐車場 混雑時における車両の整理・誘導 必要に応じて  

④ 
問い合わせ・クレーム

等対応業務 

幸町駐車場 

交通防犯センター 
電話による問い合わせや、クレーム等への対応 必要に応じて  

⑤ 
長期駐車・放置自動車

対策業務 
幸町駐車場 長期駐車のチェック、放置自動車への対応 必要に応じて  

⑥ 
管理・運営に係る経費

負担及び保険加入 

幸町駐車場 

交通防犯センター 

・駐車券、レシート、その他消耗品等事務的経費の負担 

・光熱水費等管理運営に要する経費の負担 

・駐車場管理者として当然加入すべき保険への加入 

ア 自動車管理者賠償責任保険 

 法律上の賠償に基づき、自動車管理者として支払うべき

損害賠償をてん補するもの。預かった自動車の盗難等や管

理上の不注意による事故など。 

イ 施設賠償責任保険 

 指定管理者の不備によって発生した事故に起因し、第三

者の身体・生命または財物を壊した場合に支払わなければ

ならない損害賠償をてん補するもの。 

ウ 動産総合保険 

 つり銭の盗難等による損害をてん補するもの。 

必要に応じて  
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別紙３（ 業務基準書Ⅱ－１－⑵ ） 

 

施設使用許可に関する業務一覧表 

 

№ 項 目 業務の内容 頻度 留意事項等 

① 車両の入出庫の管理 
・ 駐車場使用に関する概略説明 

・ 駐車場を使用する車両の入出庫の管理 
随時  

② 
駐車場使用に関する概略

説明 
・ 駐車場使用者に対する注意事項等の説明 随時  

③ 駐車券発行 ・ 駐車券の発行及び管理 随時  

④ 回数券発行 ・ 回数券の発行及び管理 随時 回数券の再発行はしない 

⑤ 月ぎめ申込みの受付 

・ 月ぎめ使用申込書受付 

・ 月ぎめ使用券交付 

・ 月ぎめ駐車台数の管理 

随時 
月ぎめ使用券の再発行は

しない 

⑥ 
駐車場使用料等徴収又は

収納業務 

・ 駐車場使用料の受領、領収書の発行 

・ 精算機用つり銭の準備 

・ 納付書の作成、徴収金の払込み 

・ 徴収簿等の作成、保管、及び報告 

・ 歳入調定書の作成、提出、及び報告 

・ 日報の作成及び報告 

・ 月報の作成及び報告 

・ 年報の作成及び報告 

随時 

随時 

翌日 

随時 

随時 

作成は毎日、報告は毎月 

毎月 

年１回 

 

 

事前に市と協議すること 
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別紙４（ 業務基準書Ⅱ－１－⑶ ） 

 

施設管理業務一覧表 

 

№ 業務名 項 目 業務内容・仕様等 条件・頻度等 備考 

① 清掃業務 
幸町駐車場 ゴミ拾い等 随時 

令和４年度：自社対応 
交通防犯センター 会議室の清掃、窓拭き等 随時 

② 環境整備業務 
幸町駐車場 区画線の引き直し等 必要に応じて 

令和４年度：自社対応 
交通防犯センター 防虫等 必要に応じて 

③ 修繕業務 
幸町駐車場 

施設、設備等の通常修繕 必要に応じて 
令和４年度実績： 

２２３千円 交通防犯センター 

④ 
照明機器等保守管

理業務 
駐車場全域 蛍光管等の点検及び交換等 随時及び必要に応じて 令和４年度：自社対応 

⑤ 機械警備業務 駐車場入出場口 
ビデオカメラ撮影及びコールセンタ

ーによる対応等 
２４時間対応 

令和４年度実績： 

５４０千円 
⑥ 

駐車場設備定期点

検業務 
発行機・精算機 発行機・精算機の定期点検 年１回 

⑦ 除排雪業務 駐車場全域 冬期間における除排雪業務 必要に応じて 
令和４年度実績： 

４４５千円 
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別紙５（ 業務基準書Ⅱ－１－⑷ ） 

 

備品一覧表 

番号 品 名 メーカー・規格 数 量 設置場所 

１ よこ型ブラインド 25m/m W1,820×H1,550 １ 事務室 

２ よこ型ブラインド 25m/m W1,710×H1,550 ２ 応接室 

３ よこ型ブラインド 25m/m W1,690×H1,550 ２ 防犯協会会長室 

４ よこ型ブラインド 25m/m W1,710×H1,550 １ 料金所 

５ ドレープカーテン 東リ KY-7514 W1,900×H1,320 １ 料金所 

６ 暗幕カーテン 東リ KY-7514 W1,900×H1,320 ８ ２階会議室 

７ 消火器 10型 ４ 給湯室、１・２階ロビー、屋外各１台 

８ 暖房器 サンポット FF11000BF N ３ ２階会議室２台、事務室１台 

９ 暖房器 コロナ FF404S(W) ２ 事務室１台、防犯協会会長室１台 

１０ ミニ食器棚 EV-1275 １ 給湯室 

１１ 掲示板 1,800×900 １ ２階会議室 

１２ 掲示板 1,200×900 ２ １階ロビー 

１３ 灰皿スタンド SS-30 ２ ２階ロビー１台、防犯協会会長室１台 

１４ 会議用テーブル プラス FT-615 ２０ ２階会議室 

１５ 講演台 プラス MW-130 １ ２階会議室 

１６ スタッキングチェアー 光 DC-889 ３ 防犯協会会長室 

１７ 折りたたみ椅子 プラス FC-342N ６０ ２階会議室 

１８ 応接セット（アームチェアー） ライオン S-175AC ４ 応接室２台、防犯協会会長室２台 

１９ 応接セット（ソファー） ライオン S-175SF ２ 応接室１台、防犯協会会長室１台 

２０ 応接セット（センターテーブル） ライオン S-175S ２ 応接室１台、防犯協会会長室１台 

２１ 移動式黒板 ライオン AR-01 １ ２階会議室 

２２ タイムレジスター 東芝テック MA-700 １ 料金所 
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別紙６（ 業務基準書Ⅱ－２－⑴ ） 

 

使用料等徴収（又は収納）業務委託契約書 

 

委託者三沢市（以下「甲」という。）と指定管理者       （以下「乙」という。）とは、お

のおの対等な立場における合意に基づき、三沢市幸町駐車場・交通防犯センター（以下「施設」とい

う。）の使用料等の徴収（又は収納）業務を委託することについて、次のとおり契約を締結する。 

 

（委託業務の内容） 

第１条 甲は施設内における使用料等の徴収（又は収納）業務を乙に委託し、乙はこれを受託する。

なお徴収（又は収納）業務等については、別紙記載のとおりとする。 

 

（委託期間） 

第２条 委託期間は、令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第３条 委託料は、無償とする。 

 

（調査等） 

第４条 甲は、乙の委託業務の処理状況について、随時調査し、若しくは必要な報告を求め、又は委

託業務の処理に関し乙に必要な指示を与えることができる。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第５条 乙は、この契約によって生じた権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはなら

ない。 

 

（一括委任又は一括下請けの制限） 

第６条 乙は、この契約の履行について、委託業務の全部若しくは一部を第三者に委任し、又は請け

負わせてはならない。 

 

（委託業務の実施に係る損害の賠償） 

第７条 委託業務の実施に当たり乙の生じた損害は、甲の責めに帰する理由による場合を除き、乙の

負担とする。 

２ 委託業務の実施に当たり第三者又は甲に及ぼした損害は、甲の責めに帰する理由による場合を除

き、乙の負担においてその賠償をするものとする。 

（秘密の保持） 

第８条 乙は、委託業務の実施に当たり、知り得た秘密は絶対に第三者に漏らし、又は利用してはな

らない。 

 

（契約の解除） 

第９条 甲は、乙が指定管理者でなくなったとき、この契約を解除することができる。 
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（補則） 

第１０条 甲及び乙は、相互に協力し、信義を守り誠実にこの契約を履行するものとし、この契約の

履行について生じた疑義及び定めのない事項については、法令その他習慣に従うほか、甲乙協議し

て決定するものとする。 

 

この契約の締結を証するため、契約書 2通を作成し、双方記名押印のうえ各自 1通を保有する。 

 

 

令和  年   月   日 

 

 

委託者（甲）  三沢市桜町一丁目１番３８号 

         三沢市長 小檜山 吉紀 

 

 

受託者（乙）  【団体所在地】 

        【団体名】 

        【団体代表者名】 
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別紙７（ 業務基準書Ⅱ－２－⑴ ） 

 

 

使用料等徴収（又は収納）業務 
 

１ 委託業務の範囲 

（１） 三沢市幸町駐車場・交通防犯センターに係る使用料等の徴収（又は収納）及び領収書の交

付に関する事務 

（２）  徴収及び収納した使用料等の甲が指定する金融機関への払い込みに関する事務、なお、乙が

行う委託業務の処理については、関係法令、甲の定める条例及び規則に基づき実施するものと

する。 

 

２ 使用料等の収納事務等 

（１） 乙は、使用料を領収したときは、領収証書（三沢市会計事務規則（平成２７年三沢市規則

第３号。以下「会計規則」という。）第２８条）を交付するものとし、当該使用料を領収した

日から１５日以内に甲が指定する口座への振込により指定金融機関等に払い込まなければな

らない。 

（２） 乙は、前項の払込期日までに使用料を払い込まないときは、当該期日の翌日から払い込ん

だ日までの日数に応じ、当該使用料につき政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２

４年法律第２５６号）及び政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める告示（昭和２

４年大蔵省告示９９１号）に定められた遅延利息の率で計算して得た金額を遅延利息として

甲に納付するものとする。この場合において、遅延利息の額が１００円未満であるとき、又

はその額に１００円未満の端数があるときは、その全額又は端数を切り捨てるものとする。 

（３） 収納した現金を保管する場合は、堅固な金庫等に保管するものとし、夜間の保管はできる

限り避ける。 

（４） 乙は、その取り扱う現金の出納については、現金出納表を作成し、その内容を記入してお

かなければならない。 

 

３ 収納取りまとめ日 

（１） 市が定める日は、月２回とし、その月の１５日及び最終日（その日が日曜日、休日又は土

曜日に当たるときは、その日前において、その日に最も近い日曜日、休日又は土曜日でない

日）とする。 

（２） 当該年度の使用料が、当該年度末の３月３１日において全額収納されない場合は、前項の

規定にかかわらず、当該使用料が全額収納された後、速やかに払い込むものとする。 

 

４ 使用料収入計算書等 

（１） 乙は、徴収及び収納した使用料等を指定金融機関に払い込んだときは、その都度「三沢市

幸町駐車場・交通防犯センター使用料収入計算書（当該計算書に記載すべき事項を記録した

電磁的記録を含む。）」により市民生活部生活安全課に報告するものとする。 

（２） 乙は、業務委託期間内の年度終了後１０日以内に使用料等の決算額を「三沢市幸町駐車場・

交通防犯センター使用料歳入状況報告書（当該計算書に記載すべき事項を記録した電磁的記

録を含む。）」により市民生活部生活安全課に報告するものとする。 


